
 

 
 

第85回全国安全週間実施 
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」をスローガンに、６月

１日から６月３０日までを準備期間、７月１日から７日までを本週間として実施さ

れます。全国安全週間は、昭和３年に初めて実施されて以来、「人命尊重」とい

う崇高な基本理念の下、「産業界での自主的な労働災害防止活動を推進し、広く

一般の安全意識の高揚と安全活動の定着を図ること」を目的に、一度も中断され

ることなく続けられ、本年で８５回目を迎えます。 

 この間、労働災害を防止するため、事業場では、労使が協調して、労働災害防

止対策が展開されてきました。この努力により、労働災害は長期的には減少して

きています。 

 労働災害による死亡者数は減少してきていますが、平成２３年は２，０００人

を超えており、震災を直接の原因とする死亡災害を除いてもなお、１，０００人

を超える尊い命が労働の職場で失われています。一方、労働災害による死傷者数

は、平成２２年、２３年と２年連続で増加していて、このような事態は、いわゆ

る石油ショック後の景気回復期以来、実に３３年ぶりのことです。特に、産業構

造の変化等により、製造業、建設業等の労働災害の占める割合が減少し、小売業、

社会福祉施設等の労働災害の占める割合が増加しています。 

 労働災害を防止するためには、安全衛生の担当者や労働者による現場の確認、

機械設備の安全基準や作業手順などの基本的なルールを守るという、原点に立ち

返ることが必要であり、そのことによって労働者の安全を確保し、労働災害ゼロ

を目指していく必要があります。 

 

【全国安全週間中における事業場の実施事項】 

（別添「平成２４年度全国安全週間実施要綱から」） 

１ 経営トップは安全について所信を明らかにし、自ら率先して職場の安全パト 

 ロール等を行い、安全について従業員へ呼びかけを行う。 

２ 今後の安全の進め方について考える職場の集い等を開催し、関係者の意志の 

 統一、安全意識の高揚を図る。 

３ 作業上の注意喚起の「見える化」等、分かりやすく全員で取り組みやすい安 

 全活動の募集及び発表を行う。（以下省略） 

 

【千葉労働局における労働災害防止対策】 

 下記２の（２）の①のとおり。 
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２ 平成２３年の千葉県における労働災害発生状況等 
 

〇 平成２３年における休業４日以上の労働災害死傷者数は４，９２２人と、 

前年より９５人減少しました。 

○ 死亡者数は３３人と前年より１１人減少しました。 

(1) 千葉県における労働災害発生状況 

平成２３年の千葉労働局管内の労働災害による休業４日以上の死傷者数は４，９

２２人であり、前年に比べ９５人、率にして２％減少しました。 

業種別では、製造業９８５人、建設業６６７人、運輸業８８２人と、この３業種

で全体の５１．５％を占めています。 

死亡者数は３３人であり、前年に比べ１１人減少し、とりわけ建設業で大幅な減

少を見ました。 

業種別では、製造業８人、建設業１１人、運輸業３人と、この３業種で全体の６

７％を占めています。 

 

  （全国における労働災害発生状況） 

     全国の労働災害による被災者数は、休業１１４，１７６人（うち東日本大震

災関係２，８２７人）の方が休業４日以上により被災し、長期的には減少傾向

にあるなかで増加傾向を示しました。 今なお、２，３３８人（うち東日本大

震災関係１，３１４人）の尊い命が労働の場で失われています。 

 

 (2) 千葉労働局における労働災害防止対策 

  ① 本週間及び準備期間中における実施事項 

    労働災害多発業種に対する対策 

  建設業等において、高所からの墜落・転落災害による労働災害が多発してい  
 ることを背景に、建設事業者に対する指導を徹底するとともに、千葉県建設業 

 労働災害防止大会（７月６日京成ホテルミラマーレにて開催）において、公共 

 工事発注機関、建設工事関係者等に対して取組強化を要請することとしていま 
 す。また、死傷災害等の労働災害全体を減少させるため、労働災害防止対策の 

 徹底について、関係団体、経営者団体及び労働災害防止団体等へ緊急要請を行 

 いました。 

 爆発・火災等重大災害に対する対策 

  化学工業、鉄鋼業等、一度災害が発生すると、その被害が甚大になること等 

 を踏まえ、千葉労働局・千葉労働基準監督署合同のパトロール（６月２５日、 

 ２９日）を実施します。 

  ② 第１１次労働災害防止計画の推進 

 平成２０年度にスタートした第１１次労働災害防止計画は、計画期間中に死亡 

者数について平成１９年に比して２０％以上、休業４日以上の死傷者数について  

同１５％以上減少させること等を目標として設定しています。 

 平成２３年は、平成１９年に比して、死亡者数については４３．１％減と目標を達成しま 

したが、死傷者数は５．７％減であり、引き続き労働災害多発業種に対する対策及びリ  

スク低減対策を促進することとしています。 

 

添付資料 

平成21年・22年・23年業種別労働災害発生状況（休業４日以上） 

平成23年業種別 死亡災害発生状況 


